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ベッセル裁判を事例として
小川原　宏　幸
要旨　本研究は，大韓毎日申報社社主であったべッセルへの処置をめぐる日英両政府の
交渉過程を事例として，韓国における領事裁判権撤廃への政策を統監府に選択させるこ
とになった，韓国における各国の領事裁判権と日本の韓国保護政策との矛盾関係を検討
することを目的としている。第2次「日韓協約」締結により韓国を保護国とした日本は，
欧米列強に，同協約に抵触しない範囲で各国の対韓条約を現状のまま維持することを通
告した。っまり各国の領事裁判権などの諸権利を追認した。しかし，その後の統監府に
よる司法制度の整備事業は，その通告に反し明らかに欧米諸国の韓国での領事裁判権を
撤廃することを目的としていた。それは各国の領事裁判権が日本の韓国保護政策に支障
をきたすと認識されたからである。領事裁判権撤廃への大きな動機となったのが，イギ
リス人ベッセルを社主とする「大韓毎日申報」の抗日的言動であった。他の言論機関へ
は停刊などの措置をもって弾圧することが可能であったのに対し，領事裁判権の存在ゆ
えに『大韓毎日申報』へは直接的に弾圧を下すことができなかったからである。朝鮮人
の抗日勢力と欧米人との結びっきや，欧米諸国の対日感情の悪化を懸念した統監府およ
び日本政府は，ベッセルの国外追放をイギリス政府に要請した。しかしベッセルは領事
裁判により微罪に処されるなど，同問題の根本的な解決を図るのが難しい状況にあった。
このため日本は，韓国における欧米列強の領事裁判権を撤廃する必要を痛感したのであ
る。
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1．はじめに
　第2次「日韓協約」により韓国を保護国とした日本は，韓国と通商条約を結んでいる関係各
国に同条約を通告すると同時に，第2次「日韓協約」に抵触しない範囲で各国の対韓通商条約
を現状のまま維持することを宣言しだ）。各国が韓国にもっていた領事裁判権を含む治外法権
や特許条約などの権利を継続することを承認したのである。しかし，統監府による韓国司法制
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度整備事業は，日本が各国に通告した宣言に反し，関係各国の韓国における領事裁判権を撤廃
することを明らかに意図していた2）。それは統監府が，各国の領事裁判権の存在が日本の韓国
保護政策に支障をきたすものと認識したためである。では，どのような意味で保護政策に支障
をきたすものだったのか。例えば，各列強国民の韓国での行動が韓国の反日勢力と結びつくこ
とへの恐れであり，またその言論活動により列強の対日感情を刺激することへの警戒であった。
また領事裁判権をもつ各国国民への日本の対応そのものが，条約で保障された権利を侵すとの
危惧から列強国民の対日感情を悪化させることも起こりえた。具体的には，土地所有権問題や
欧米人宣教師の私立学校での活動3）などが挙げられるが，領事裁判権撤廃への大きな動機となっ
たのは，イギリス人ベッセル（Ernest　T．　Bethell，1872－1909）を発行人とする『Korea　Daily
News』および「大韓毎日申報』の反日的言動であった。
　統監府はべッセルの反日的な言論活動を直接取り締まることができなかった。統監府は，当
時の言論状況にっいて，「国内二於ケル韓人経営ノ新聞ハ総数五ニシテ，全部京城二於テ発行
セリ。此等ハ原稿検閲ヲ施スヲ以テ，毫モ不穏ノ記事ヲ掲載スルコトナキモ，独リ大韓毎日申
報ハ英人ノ経営二係リ，常二排日言論ヲ弄セシ」4）と外務省に報告している。朝鮮人が経営する
『皇城新聞』などへは，停刊や事前検閲などの措置をもって弾圧することが可能であったのに
対し，　『大韓毎日申報』にっいては，その「排日言論」に対して検閲などの処置をとることが
困難な状況にあった。ベッセルおよび『大韓毎日申報』には，イギリスの治外法権が適用され
たからである。それゆえ，ベッセルが「英国人トシテ韓国独立ノ説ヲ唱道セル結果，治外法権
ノ庇護二依リテ，被告〔ベッセル〕ノ新闘紙ハ日本官憲ノ検閲ヲ免カレ，被告ノ部下ハ日本法
律ノ制裁ヲ脱シ，従テ被告ノ新聞紙ハ韓人ノ不平ノ噴火ロトシテー般二承認セラルルニ至レ
ル」5）状況であった。朝鮮人の反日言論が，イギリス国民であるベッセルと結びつくことで，
イギリスの治外法権を利用して日本官憲の検閲を逃れることができたのである。『大韓毎日申
報』は，朝鮮民衆から「彼らの受けている虐待を声にすることのできる唯一の代弁者」6）と見
なされていた。
　上述した懸念から統監府および日本政府は，ベッセルの反日言論を封じるためにイギリス政
府と交渉してベッセルの追放を画策した。日本側の要請を受け，イギリス側は1907年10月お
よび1908年6月の二度にわたって，ベッセルを裁判で審理，処分した。しかし，このイギリ
ス側の処分は日本側の意図とは大きく異なるものであった。統監府および外務省は，日英両政
府間の合意の下にベッセルを韓国から追放するという行政的措置を望んだ。これに対しイギリ
ス側は，韓国における領事裁判権を盾に日本の要求を入れず，裁判という形で法的に処理した。
結局，二度の裁判によってもベッセルを韓国から追放することはなかった。日本側は，一連の
外交交渉ではこの問題の根本的解決を図ることができず，韓国における列強の領事裁判権を撤
廃する必要を痛感することになる。
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　以下，日本が韓国における諸列強の領事裁判権の撤廃を志向した理由を，次の4点にっいて
考察する。すなわち，①朝鮮人の反日運動が，イギリスの治外法権の下にあったべッセルおよ
び『大韓毎日申報』と結びついた点，②イギリスの治外法権ゆえに統監府および韓国政府がベッ
セルを取り締まることができなかった点，③統監府および日本外務省がベッセルの追放をめぐっ
てイギリス政府と交渉したが，失敗に終わった点，④イギリス政府が，ベッセルを処分するに
あたり，日本の要求する行政処分ではなく一貫して法的措置によった点，である。これらの作
業により，イギリスの治外法権ゆえに反日言論が日本の統制が及ばないところで準備されえた
こと，これらの言論活動への日本の対応策を明らかにする。そして同時に，イギリスの対日言
論に配慮しつつ韓国保護政策を日本が行わなければならなかった状況をも考察することができ
るであろう。
　なお本論考は，筆者が取り組んでいる，韓国における列強の領事裁判権に対する日本の撤廃
政策と，植民地法制度の形成過程との関連性に対する研究の一環である。よく知られているよ
うに領事裁判権は，日本を含む欧米列強が不平等条約により被侵略国に押しっけた治外法権の
一部を形成している。植民地前夜の韓国にとっては，日英両国をはじあとする諸列強と結んだ
不平等条約にもとつく領事裁判権，すなわち韓国内における法的二重性が絶対的矛盾であった。
本稿で取り扱う，韓国でのイギリスの領事裁判権と日本の保護政策の対立は，帝国主義国間の
相対的矛盾にすぎなかったことに留意しなければならない。筆者は，統監府による各列強の韓
国における領事裁判権の撤廃政策が，韓国併合をむかえる中で，実際には撤廃ではなく日本の
対韓領事裁判権に回収，植民地法体系に再編されるという見通しを論じたことがある7）。本稿
で述べるイギリスの対韓領事裁判権と統監府の対韓政策という相対的矛盾が日本によって解消
されていく過程は，日本と朝鮮の法的二重性という絶対的矛盾の再編に帰結していったと考え
ている。
　なお，大韓帝国の首都名に「ソウル」を用いたが，引用史料についてはその限りでない。ま
た，史料引用に際し，読みやすさを考えて旧字体は新字体に改め，句読点を適宜施した。史料
中の〔〕は筆者註であり，下線部分も筆者による強調である。引用資料中，英語，朝鮮語文
献は拙訳であるが，逐一これを断らなかった。
2．ベッセル処分をめぐる統監府と外務省の交渉
　ベッセルは，貿易商だった父に従い，1888年来日，神戸で貿易に従事していた。日露戦争
が始まると，英語新聞『Daily　Chronicle』の現地特派員として韓国に渡った8）。そして1904
年7月，梁起鐸とともに『Korea　Daily　News』を創刊した。これは，一部分が英語，一部分
が朝鮮語で印刷されたものだった9）。以後，休刊，復刊を繰り返し，『大韓毎日申報』（国漢文
版，ハングル版）と『Korea　Daily　News』（英語版）をそれぞれ発行した。ベッセルを発行
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人とし，総務梁起鐸，主筆朴股植，のち申采浩の布陣であった1°）。発行部数は，1908年5月末
段階で，『大韓毎日申報』12，793部，『Korea　Daily　News』463部，計13，256部に上った「’）。
1908年8月段階で『皇城新聞』，『帝国新聞』，『国民新報』，『大韓新聞』の4紙をあわせても
8，500部に満たなかった（第2次ベッセル裁判の影響を受け，1908年8月段階で『大韓毎日申
報』は，8，000部余りに減少）12）ことを併せ考えると，「大韓毎日申報』は，当時の韓国言論界
で最も影響力をもっていた新聞であるということができる。また，義兵闘争や国債報償運動に
も深く関与していだ3）。
　ベッセルは，1904年，長森藤吉郎の荒蕪地開墾計画に際し，駐韓日本公使館書記官と衝突
したのを機会に反日言論活動に転じたという且4）。しかし日本側は，ベッセルの反日言論活動を
ロシアおよび韓国皇帝との関連において把握していた。警務顧問丸山重俊は，「大韓毎日申報
ハ芝　テイリメイル（英字新聞）ノ支社ニシテ，此本支社ト極東ハルビン新報ノ三新聞ハ露国
政府ノ機関新聞ナリ。故二大韓毎日申報ノ財政ハ露国政府ヨリ支出シ，而シテ韓国皇室ヨリモ
毎月五百円ヲ補給スト云フ」t5）と報告しており，またロシア陸軍大尉ロッソフとの関係も指摘
されていた’6）。さらに，欧米列強の対日感情を悪化させるニュースソースとして，ハルバート
（H．B．　Hulbert）とともにベッセルがその役割を担っていると見ていたことも，日本側が早く
からベッセルを危険視していた一因であろう。第2次「日韓協約」の締結後，これに反対する
朝鮮人が，同条約締結が日本の侵略によるものであることを世界に公言し，列強の干渉による
同条約の破棄を訴えた。それを援助したのがハルバートであり，ベッセルであったというので
ある。日本側は，1905年11月下旬，ベルリンの『アンッアイケル』紙に掲載された「京城二
於ケル十一月十七日ノ悲劇二関スル報道」記事が，ベッセルによる発信であると推察した’7）。
日本はべッセルの言論活動が韓国皇帝およびロシアの反日勢力の意を汲んだものであり，また，
その言動が，欧米列強の対日感情に影響を及ぼしかねないと見ていたのである。
　統監府の施政が始まって半年ほど経った1906年7月9日，統監府総務長官鶴原定吉は，外
務次官珍田捨巳にあて，ベッセルの言論活動にっいて次のように報告した。
京城在留英国人「ベッセル」（Bethel）ナル者ハ，昨〔1905〕年八月以来「コリア、デー
リー、ニュース」（Korea　Daily　News）ナル英字新聞及大韓毎日申報ト称スル漢字交リ
韓文新聞ヲ発行シ，帝国ノ対韓政策二反抗スルヲ以テ其ノ主義トシ，或ハ列国ノ干渉ヲ唱
へ，露国ノ捲土重来ヲ報シ，近キ将来二於テ帝国ノ勢力力半島ヨリ排除セラルヘキヲ説キ，
・韓国官民ヲシテ衷心信頼ノ念ヲ絶タシムルヲ計リ，或ハ帝国官憲及顧問ノ施設ヲ誹読シ，
帝国官民ノ非行ヲ構謳シ，帝国ノ真意ハ韓国ヲ亡ホシ韓民ヲ滅スルニ在ルヲ説キ，韓国ノ
上下二慷慨ノ念ヲ鼓吹シ排日ノ思想ヲ禰蔓セシメンコトヲ努ムル等，萄モ帝国ノ信用ヲ傷
ケ，帝国ノ施政ヲ妨害スルニ足ルト思料スルモノハ舞文曲筆全力ヲ注テ到ラサル処ナキ有
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様二有之為二，頑迷ノ徒ハ喜ンテ之ヲ購読シ，其ノ発行数韓字新聞中群ヲ抜クニ至リ，宮
中二出入スル所謂雑輩等ハ其ノ記事ヲ以テ秘密運動ノ材料二供スル等，害毒ノ及フ所決シ
テ鮮少ナラサル次第……其ノ所説ノ如キハ識者ノー笑二値セスト錐，由来巫瞥ト籏ヲ信シ，
常理以外ノ妄言流説二左右セラル・韓人間二該新聞ノ如キモノノ頒布セラル・ヲ黙過スル
ハ，帝国ノ政策上不利益不少次第ト被存候’8）。
　『大韓毎日申報』などによるベッセルの韓国での言論活動が，反日主義を鼓吹し，日本の対
韓政策を非難しており，現在の韓国の政治状況下では日本の保護政策を妨害するものであると
結論づけた。その上で，各国が日本の韓国保護政策を是認しているにもかかわらず，同盟国で
あるイギリス国民が日本の政策を妨害することを遺憾とし，外務省に，駐日イギリス大使と協
議してベッセルの処分を図ることを要請しだ9）。
　統監府の要請により，外務省は駐日イギリス大使にベッセルの処分を打診したが，イギリス
大使は「只管処分二窮スル旨ヲ述べ，満足ナル解決ヲ得ザリシ」2°）という結果に終わった。こ
の打診の具体的な内容を追うこどはできないが，おそらくイギリスの領事裁判権の維持を考慮
した上でのイギリス大使の回答であったと思われる。そこで外務省は，『The　Seoul　Press』
の社主であった頭本元貞21）の助言により，イギリス政府による在外イギリス人の当事国からの
追放事例として，タイの事例に関する調査を開始した22）。タイの事例とは，「Siam・Free・Press』
の編集人兼発行者であったイギリス人リリー（J．J．　Lillie）が，タイ国君主および人民に対し
て侮蔑的な言論を繰り返したために，1898年3月11日に公布されたイギリス王令にもとつい
てタイから追放されたというものであった23）。外務省は，リリーの放逐処分が，ベッセルに対
する処置をイギリスに要請する際の先行事例になるのではないかと判断したのである。
　翌1907年1月16日付『大韓毎日申報』に韓国皇帝の第2次「日韓協約」無効を宣言する国
書が掲載される24）と，統監府は，韓国政府に官報告示をもってこの記事を否認させた。それと
ともに，この事件によって大韓毎日申報社の処分の必要を再認識し25），その処分を急ぐよう外
務省に重ねて要請した26）。
　ところが，1月281日，外務省は統監府に対し，上記リリーの件はべッセル処分の先行事例
に該当せず，ベッセルの処分策にっいては依然懸案としなければならないという，次のような
判断を通知した。，リリーの事例というのは，タイ君主，政府，人民に対する不敬および侮蔑を
含んだ言論活動をリリーが行ったものである。その言論行為がタイ国内およびタイ・イギリス
間の公安に悪影響をもたらすとイギリス側が判断した上でリリーをタイから追放したものであっ
た。それに対しベッセルの事例では，・ベッセルの言論活動は韓国政府および人民を攻撃してい
るのではなく，韓国での日本政府および臣民の行動に対する批判である。そのため，リリーの
事例とは性質を異にするものである。さらに先のリリーの件は，これがイギリス政府の同意に
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もとついて処分されたにもかかわらず，イギリス下院や世論から批判を浴びており，今回，ベッ
セルの追放にイギリス政府が賛同する可能性は低いと見られる27）。以上が，リリーの事例を検
討した外務省の判断理由である。っまり日本の提案は，現実的にはイギリス政府に入れられる
ものでないとして，外務省はべッセルの処分をイギリス側に要請することを差し控えたのであ
る。
　イギリス政府への要請中止という外務省の判断に対し，統監府側は，東京出張中の鶴原総務
長官を通じて外務省に再考を迫った。2月27日，総務長官代理木内重四郎は，治安的側面か
らベッセルの言論活動を特色付け，鶴原に外務省に再考をうながす要請をするよう上申した28）。
その上申書中，ベッセルの件がリリーの事例以上に問題視されるべき根拠として，次の3点を
挙げている。それは，リリーの件とは異なり，ベッセルが英語新聞だけでなく現地語である朝
鮮語の新聞をも発行している点，日本の対韓国政策だけでなく韓国政府への批判も行っている
点，そしてイギリス・タイ間のような一般的な国際関係ではなく，もっと重大な同盟関係であ
る日韓間の離間を画策している点の3点であった。そしてイギリス人であるベッセルがロシア
から補助金を受けて日韓関係を阻害しているという実情をイギリス政府に詳報すれば，追放へ
の同意をとりっけられるのではないかと提言した。また，もし外務省による交渉によりベッセ
ル問題の解決が進展しないのならば，「韓国人二対シ右韓字新聞ノ購読ヲ禁止セシムル」処置
を韓国政府にとらせてでも，「大韓毎日申報』の朝鮮民衆への影響力を排除しなくてはならな
いと主張している。
　この段階での統監府と外務省の主張の差異をまとめておこう。ベッセルに対する処分をイギ
リス政府に求めるという意味では両者の主張は本質的に異なるものではない。その方法上，統
監府が後に述べるように追放処分という具体的な要求をイギリス側に提示することを求めてい
るのに対し，外務省はべッセルの処分をあくまでもイギリスの裁量に求めていた点に違いがあっ
た。
3．外務省とイギリス政府の交渉開始
　1907年4月11日，外務省は駐日イギリス臨時代理大使ローザー（H．C．　Lowther）に次の
ような内容の覚書を手交し，ベッセルに対する処分を正式に要請した29）。ベッセルは『Korea
Daily　News』と『大韓毎日申報』によって，韓国政府の施政や日本の対韓政策について中傷
記事や虚偽の報告を繰り返し発表しており，その行為は，韓国で不安を助長させたり半島問題
をめぐる国際的紛争を引き起こそうとする意図にもとついたものである。さらにその弊害は，
英語版の『Korea　Daily　News』よりも朝鮮語版の『大韓毎日申報」に，より著しい。その上
で，「帝国政府が感じているのは，認められた待遇を利用して，韓国在住の外国人がその国の
秩序と平和を害したり，日本の公的利益を大きく傷っけるのを見過ごすことができないという
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ことである」3°）として，「認められた待遇」，すなわち治外法権を利用して在韓外国人が治安を
乱したり，日本の利益を損ねることを見過ごすことはできないので，イギリス政府によるベッ
セルの処分を求めると主張した。「韓英修好通商条約」第3条第1項が，在韓イギリス人の人
格および所有権に対する裁判管轄権をイギリス官憲に求め，韓国官憲の介入を拒絶している31）
以上，ベッセル問題の解決は，イギリスの裁判によるか，外交交渉によりこの問題にっいての
イギリスの裁判管轄権を放棄させるしかなかった。韓国の外交権を管轄する外務省としては，
イギリスとの外交交渉によりこの問題の解決を図ることにしたのである。外務省の要請を受け，
同日，駐日イギリス代理大使は，本国政府に問い合わせるとともに，駐韓イギリス総領事に日
本の要望を伝える旨を回答した32）。この回答で，イギリス代理大使は具体的な解決策は示さな
かったが，イギリス政府は，日本が不満としている行為を制止するための措置を可能な限りと
るつもりであるとの見解を伝えた。
　しかし，外務省と駐日イギリス代理大使との交渉経過報告を受けて，統監伊藤博文は不満を
表明した。伊藤統監は，外務省の要求では，イギリス側は日本が満足する措置はとらないであ
ろうとの危惧を抱いたのである6そのため，この問題の解決策としては，「寧ロ我ヨリ進テ同
人ヲ韓国領土外二放逐スヘキニ付，英国政府二於テ異議ヲ唱ヘサル様，予メ其承諾ヲ得置ク迄
二至ラサレハ，其効果ナカルベシ」33）と唱えた。ベッセルの「非行」を阻止するには，ベッセ
ルを韓国から追放するほかないため，外務省のイギリスへの要求は，その追放にイギリス政府
が異議を差し挟まないことの承諾が，伊藤の主張であった。さらに，イギリス代理大使がベッ
セル処分を駐韓イギリス総領事に訓令しても，イギリス総領事とべッセルとの関係を見る限り，
さらなる弊害を招くことになるであろうと伊藤は推測したen）。領事裁判などにベッセルの処分
をゆだねれば，日本に不利な措置が下されると判断したのである。鄭晋錫によれば，統監府が
このような判断を下した一因は，1907年3月に仁川で起こった，日本人憲兵による聖ルカ病
院（St．　Luke’s　Hospital）長ワイァー（Hugh　H　Weir）夫人殴打事件の事後処理をめぐる統
監府とイギリス総領事間の感情的対立にあった35）。
　伊藤統監の主張に対して外務大臣林董は，4月16日付電報で，イギリス政府によるベッセ
ルに対する処分は，「同人ヲ退去セシムルコト，又ハリリーノ場合ノ如ク，同人二対スル英国
ノ保護ヲ撤シ，我国外放逐ヲ承諾セシムルコト，若クハ少クトモ其発行二係ル新聞ヲ停止セシ
ムルコト等ヲ含ム」36）ものであろうと弁解した。林外相の判断は，イギリスが日本の意向を入
れ，対処してくれるであろうという予断にもとつくものであった。それゆえ，「其ノ方法ハ，
尚両政府間二協議決定スベキ都合ナリ」としっつも，イギリス側の処置にゆだねるべき旨を回
答するにとどめた37）。伊藤のいうベッセルの追放に関するイギリス側の事前承認という主張に
は触れなかったのである。
　その後約1ケ月間，イギリス側との交渉には進展が見られなかった。そこで外務省は統監府
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の督促を受けて，5月22日駐日イギリス代理大使にその後の経過を問い合わせた。イギリス
代理大使の回答は，いまだ回訓を受け取っていないので，イギリス政府に再度請訓するととも
に，駐韓イギリス総領事に伊藤統監と直接交渉する旨を指示するというものであった3s）。
　駐日イギリス代理大使の訓令を受けた駐韓イギリス総領事コーボン（H．Cockburn）は，統
監府秘書官古谷久綱と会見し，ベッセル処分にっいて意見を交わした。この会見で，イギリス
総領事は，次のように述べた39）。以前よりベッセルの行為については不都合があると感じてい
たが，日本側から苦情がなかったため，そのままにしておいた。先日，イギリス代理大使より，
林外相から手交された4月11日付覚書が送付されてきたので，ベッセルに面会して注意を与
え，さらにイギリス政府およびイギリス代理大使にあてて，次のようなべッセル処分に関する
見解を上申したとした。
英国臣民ノ清国及韓国二於テ発行スル新聞二関スル現行ノ「ヲルダア、ヲフ、カウンシル」
ヲ改正スルニ在リ。現行命令ハ，千九百四年ノ制定ニシテ，単二韓国政府ト韓国民ノ間ヲ
離間シ，悪感情ヲ起サシムルモノヲ処罰ストアルヲ，在韓日本官憲ト韓国民ノ間ヲ離間ス
ル者ヲモ併セテ罰スル様改正セント欲スルナリ。斯クスレハ，「ベッセル」ハ新聞ヲ廃刊
スルノ外ナカルベシ。仮令引続キ刊行スルモ，無害ノモノトナルヘシ4°）。
　駐韓イギリス総領事の提起した解決策は，清国および韓国においてイギリス国民が発行する
発行物に関する枢密院令を改定することによりベッセルの言論活動を抑制するというものであっ
た。1904年制定の現行令では，「韓国政府ト韓国民ノ間ヲ離間シ，悪感情ヲ起サシムルモノ」
にしか適用できなかったが，これを改定して「在韓日本官憲ト韓国民ノ間ヲ離間スル者」にも
処罰規定を広げようというのである。従来の枢密院令が，韓国政府と韓国国民の離間を画策す
る者を処罰対象としていた以上，日本の対韓政策を批判するベッセルをこの枢密院令では取り
締まることができなかったためであった。ところで，後述するように，実際にはイギリス総領
事がイギリス政府に上申書を送った時点ではすでに枢密院令は改定され，ベッセルの事例をも
取り締まることが可能な条項が整備されていた。上述したイギリス総領事の意見が，枢密院令
の改定を知らずになされたものなのか，それとも改定はされたが依然施行されていなかった同
改定令の発効を求めたものであるのかを判断する材料を筆者は持ち合わせない。しかし，いず
れにせよ，イギリス総領事の建議はべッセルに対する処置をあくまでも法律的に行うことを示・
している。イギリス総領事は，イギリス外務省極東担当次官キャンベルにあてた私信の中で，
「ベッセルの新聞が中断されるのを見たくなく，ただベッセルが遵守しなければならない限界
（法律　　註鄭晋錫）があるということを知るだけで十分である」4］）とした。イギリス総領事の
建議の目的は，ベッセルに自重を求めることであり，その処罰ではなかったのである。
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　一方，駐韓イギリス総領事の注意を受けたべッセルは，「「コリア、デーリー、ニュース」及
大韓毎日申報共，昨今幾分力慎重ノ態度二出テ，従前ノ如ク過激ナル言論ヲ弄セサル様見受
候」42）と，沈静化の様相を見せたが，一方で，イギリス総領事によれば，「彼ハ，日本人ノ韓人
二対スル行為二不満ヲ懐キ，韓人ヲ刺激シテ自尊心ヲ起サシムル為メニ，英国法令ノ許ス範囲
内二於テ，依然活動ヲ継続スヘシト称へ居レリ」43）と，イギリス法の範囲内で言論活動を継続
するとしていた。伊藤統監はこのべッセルの言動に触れ，ベッセルに対する処分を領事レベル
で取り扱うことにっいて改めて懸念を表明している44）。
　その上で駐韓イギリス総領事は，法律的処分によるとしながらも，最終的なべッセルの処分
方法は日本政府にゆだねると述べた。伊藤統監はべッセルの処分を，「日本政府二於テ決定セ
ラレ，我〔イギリス〕政府二照会セラルヘキモノ」4S）とするイギリス総領事の発言を引用しつ
っ，「漠然タル交渉ニテハ本件ヲ満足二解決スルコト困難ナリト信スルニ付，時機ノ未タ遅カ
ラサル中二，至急貴大臣二於テ重ネテ英国政府二交渉セラレ，覚書中ノ非行根絶二必要ナル処
分トシテ，当方二於テ「ベッセル」ヲ韓国領土外二追放スルニ付，英国政府二於テ異議ヲ唱ヘ
サル様，予メ其承諾ヲ得ラレンコトヲ切望ス」46）と，改めてベッセル追放についてのイギリス
政府の事前承認を求あるよう外務省に要請した。伊藤は，ベッセルに対する処分を法的次元で
なく，行政的に行うことをあくまでも主張したのである。さらに，必要ならば，追放という処
理案が伊藤自らの意見であることを明示して交渉しても差し支えないとさえした。この伊藤の
見解に対し，外務省は，イギリス政府の回答を待って対処するほかない旨を統監府に重ねて通
知している47）。
　駐韓イギリス総領事が，枢密院令を改定してベッセルを処分することをイギリス政府に上申
したことは先に述べたが，イギリス政府は，すでに1907年2月11日時点で，「清国および韓
国に関する枢密院令」第75条を第5条に改定していた。その改定条項中，「英国臣民ト清国政
府若ハ韓国政府トノ問、若ハ清韓両国政府ト各其ノ臣民トノ間」に，「英国臣民ノ清国政府若
ハ韓国政府トノ間、英国臣民ノ本令施行区域内二在ル英国ト親善ナル国ノ官憲若ハ臣民トノ間、
清国政府ト其ノ臣民トノ間、又ハ韓国政府ト其ノ臣民トノ間」48）と，下線を付した部分が追加
されていた。しかし，この1907年枢密院令は極東ではまだ施行されていなかった。日本外務
省から覚書を受け取ったイギリス外務省では，ベッセル処分にっいて検討を始めた。その際問
題となったのは，ベッセルに対する処分をすでに施行している1904年枢密院令によるのか，
それとも1907年枢密院令の施行を待って適用させるのかであった。1904年令は，略式で領事
裁判に回付することができるが，法適用が不明確であり，また裁判手続問題によってイギリス
外務省が窮地に追い込まれる可能性があった。また1907年令は，『大韓毎日申報』を処分する
法的根拠は明確だが正式裁判を開廷しなければならず，煩雑な手続きが必要であり，また韓国
での同令の施行手続きも必要であった49）。また，上に述べた条項では，統監府と朝鮮民衆とを
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離反させようとする者を取り締まることができるかどうかが，不明確であったse）。統監府は韓
国政府の一部ではなく，別々の法人格だったからである。
　6月24日，駐日イギリス代理大使はイギリス外務省の回答を外務省に手交した。そこに記
載されていたのは，ベッセルの処分はイギリス清韓高等法院により法的に行うこと，および
1907年枢密院令の施行に関する手続きにっいてであった51）。すなわちイギリス外務省は，1907
年令によりベッセルに対する処分を行うとした。イギリス側は，ベッセルが1907年令に違反
する行動をとった場合は，臨時王室弁護士か，上海の経験ある弁護士によって起訴されるべき
であり高等法院の判事によってソウルで裁かれるべきであると明示した。ただし，1907年令
の施行には，一定の手続きが必要であり，現時点でベッセルを取り締まるために1907年令第
5条を施行しようとしても，少なくとも1ケ月以上の日時が費やされると述べている52）。結局，
1907年令が韓国で施行されたのは，9月5日であった53）。
　上に述べたような日英交渉が進行するさなか，1907年6月にいわゆるハーグ密使事件が起
こった。日本は，韓国皇帝の譲位および第3次「日韓協約」の締結によりその事後処理を行っ
た。第3次「日韓協約」締結の事務的処理を行うため，韓国に出張していた林外相は，帰国後
の8月8日，駐日イギリス大使マクドナルド（C．M．　MacDonald）と会見した。その際，林は
べッセル処分について，再度，次のような要請をした。ベッセルの発行物が韓国で弊害をもた
らしており，これ以上枢密院令の施行を遅らせることは容認できないこと。そして韓国政府が
ベッセルを国外追放する手続きをとることにイギリス政府が同意すべきことの2点であったf「d）。
これに対し，イギリス大使は，事態はすでに沈静化しており緊急を要するわけではないので，
枢密院令の施行を待っべきであるとした。その上で，「イギリス政府は，治外法権を放棄し，
追放のような思い切った処分に同意することは到底ありえないであろう」55）と述べた。また同
時期，伊藤統監が駐韓イギリス総領事と会見した際，ベッセルの追放についてイギリス側の同
意をうながした。これに対しても，イギリス総領事は，もしベッセルが追放されるようなこと
があれば，「すべての駐韓外国人は同様の待遇を受ける危険を感じるであろうし，その解決法
は社会的弊害よりもよくないものであろう」56）と回答し，伊藤の追放要求を拒否した。イギリ
ス大使は，一連の交渉での林と伊藤の主張を，日本人や朝鮮人によってはこのような出版は決
して許されないが，ベッセルはその出版をしており，そして彼はイギリス国籍を背景に保護さ
れていると要約している57）。イギリス大使は，ベッセル問題はっまるところイギリスの韓国で
の領事裁判権の存続にかかわるものととらえた。そのため，領事裁判権の実質的な撤廃にっな
がりかねない追放という処分は避けるべきであり，あくまでもイギリスの法権下でベッセルを
処分すべきであると認識したのである。
　9月3日，ベッセルは大韓毎日申報社員に対し，統監府の圧迫に屈せず従来通りの論調を維
持すべきであり，それにっいて駐韓イギリス総領事はもちろん，駐日イギリス大使も理解を示
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していると演説した58）。統監府からこの報告を受けた外務省は，イギリス大使に対し，「同人
〔ベッセル〕ノ行動ハ貴国政府ノ賛同ヲ得居ルガ如ク装ヒ，益々毒筆ヲ振ツテ日韓両国政府ヲ
中傷シ，韓人ヲ煽動シ，其害毒ノ及ブ処極メテ鮮ナカラズ。殊二其発行二係ル韓字新聞二於テ
最モ其然ルヲ認ムル儀二有之候」59）と申し入れた。林外相は，ベッセルが「貴国政府ノ賛同ヲ
得居ルガ如ク装ヒ」とイギリス側を牽制しながら，ベッセルの言論活動が日韓両政府の政策遂
行において障害となっていると繰り返し訴えた。さらに，この申し入れでは『日新真事誌』の
J．R．ブラックに対する処分の事例を挙げ，イギリス大使またはイギリス総領事が，ブラック
への対応同様，「大韓毎日申報』の発行禁止処分を行うよう要請した6G）。
　林外相の要求に対し，駐日イギリス大使は9月19日付で回答を送ってきた6D。その回答で，
ブラックやリリーの事例を引きながら，ベッセルに対する処分の指示をイギリス政府に要請し
たことを明らかにした。先述のべッセル演説に関しては，これはおそらく大韓毎日申報社の朝
鮮人職員から警察当局に供給された情報であり，朝鮮人の情報が信用できないことは一般的に
認められており，信愚性に欠けるものであると一蹴した。さらに，言論の自由が保障されるべ
きことを指摘して，ベッセルの言論活動に対し，匿名個人による秘密情報にもとついて処分を
することはできないと拒否した。その上で1907年枢密院令について，これはべッセルの件
を取り扱うために特別に考案されたものといえるとし，同令の印刷物（acertified　printed
copy）を5月31日，伊藤統監に手渡したこと，そしてその際，枢密院令の規定によりベッセ
ルの件を処理するのに十分であろうと伊藤が回答したことを指摘した。イギリス大使の主張は，
次のようにまとめられる。不確定な密告により処分を行うことは，言論の自由を維持する上か
らも不可能であること。そして1907年令によってベッセルの処分を行うことが十分可能であ
り，また日本側もそれを了承していたという点である。そこにはあくまでも出版物による枢密
院令違反という次元にこの問題をとどめるべきであり，その処分も明確な証拠にもとつくもの
でなければならないとするイギリス側の姿勢を垣間見ることができる。
　以上見てきたように，日本側，特に統監府はべッセルの韓国からの追放をイギリス側に強く
要求した。イギリス側はこれに対し，対韓領事裁判権の放棄にっながりかねないベッセルの追
放に同意せず，枢密院令による法的処置によりベッセルの反日言論を抑制するという対策を講
じた。外務省は，イギリス側の改定枢密院令の施行に希望をもちっっ，ブラックの例によりな
がら，『大韓毎日申報』発行禁止処置という対案を提示していった。
4．ベッセル裁判へ
　統監府側も，1907年9月中旬ごろには枢密院令違反によってベッセルの処分を図ることを
現実的な対処策とするという方針を固めたようである。鶴原総務長官は9月25日，法務院長
やソウル理事官をはじめとする各機関に1907年枢密院令条文の原文および訳文を送付した62）。
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同時に珍田外務次官に，日本皇太子の訪韓に関する『大韓毎日申報』記事が枢密院令に違反し
ていることをもって駐韓イギリス総領事に処分請求の手続きをとるとの意向を報告し，意見を
問うている63）。
　9月27日，外務省は，駐日イギリス大使からベッセルの処分に関するイギリス本国の通達
を受け取った。イギリス政府は，治安維持を規定した1904年枢密院令第83条1および3の条
項によりベッセルを処分することとし，特別法を設けて新聞を廃刊するといった処置はとらな
いとの見解を示した64）。イギリス政府は，ベッセルの問題にっいても枢密院令の範囲内で十分
対処可能であると判断したのであり，日本のいう行政処分によらず，あくまでもイギリスの司
法制度内で処理することを再び強調したのである。
　このイギリス政府の通達に対して外務省は，ベッセルの追放にイギリス側が同意するか，
『大韓毎日申報』を廃刊させることを改めて要求した65）。イギリス政府の見解に真正面から対
立したのである。さらに駐英大使小村寿太郎に訓令してイギリス外務省と交渉させた。林外相
は，小村駐英大使への訓令の中で，特別法を設けるほどベッセル事件が差し迫った問題ではな
く，1904年枢密院令の条項をもって十分処理可能であるというイギリス政府の判断に次のよ
うに反論した。イギリス政府の措置に従えば，法的事由からは結局有罪を立証できず，そして，
訴訟の間もベッセルの言論活動は続くであろう。さらに，「本件を最終的に将来の同様の出版
を防ぐように取り扱うまでは，朝鮮人は名ばかりの外国人所有の下で新聞を出版することによ
り，今後制定されるあらゆる法をくぐり抜ける手段を手に入れることになるだろう」66）と結論
づけた。すなわち，ベッセル問題が最終的に解決されない限り，外国人名義で朝鮮人が行う言
論活動に対して規制を徹底することができないとした。それゆえ，リリーの例のように，ベッ
セルを追放することへ同意するか，あるいはブラックの例のように新聞を廃刊させるかの二っ
の行政的措置をイギリスがとることを重ねて要求した67）。この訓令を受けて，小村は，イギリ
ス外務省に，ベッセルに対し現行制度では十分な処分をすることができない旨を通達したが，
イギリス外務省側は検討する旨を告げるにとどまった゜S）。先述したように，統監府はべッセル
に対する処分として，現実的には裁判による法的処分に対しても対応を図っていた。林が改定
枢密院令の施行に問題解決の糸口を見いだしていたことも，先に見た通りである。ここで林が
ベッセルの追放あるいは，『大韓毎日申報』の廃刊を求めたのは，外交交渉の手続きとして，
対案を提示しておく必要性を感じたからであろう。
　10月3日，イギリス外務省からの訓令を受け，駐韓イギリス総領事による領事裁判により
ベッセルの処分を図ることを，駐日イギリス大使が外務省に通知してきた69）。さらに，イギリ
ス側は，訴訟手続きのための立件事務をソウルの日本官憲が行うことを要請した7°）。林外相は，
この回答に対して，ベッセルがイギリス政府の措置，すなわち領事裁判に不服の場合には，上
海の清韓高等法院に正式裁判を申請しうるかどうかにっいて，小村駐英大使に確認させた71）。
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小村からの回答は，「英政府ノ趣意ハ，統監府官憲ヨリ京城駐在英総領事二対シ，本件二関ス
ル訴ノアルヲ待チ，「ベッセル」二謹慎ヲ命シ，保証金ヲ徴収シ，彼レ該命令二従ハス若クハ
保証金ヲ納付セサルトキハ退去ヲ命スルニ在リ。而シテ右退去命令ハ上海高等法院ノ承認ヲ得
サルヘカラサルモ，別二裁判ヲ経ルヲ要セス」72）というものであった。すなわちイギリス側が
示したのは，領事裁判によりベッセルに謹慎および保証金の拠出を命ずる処分を下し，それに
従わない場合はべッセルに追放を命じるという方針である。そして，その追放命令は高等法院
の承認を得なければならないことを付け加えた。イギリス外務省はべッセルの上告権には触れ
なかった。
　イギリス外務省の回答を受け，10月5日，林外相は，『大韓毎日申報』9月21日付記事をもっ
て1907年枢密院令違反者としてベッセルに対する処分請求が可能であるという判断を統監府
に示した73）。それは，林が，「既二退去命令ヲ発スル手続トシテ高等法院ノ承認ヲ経ルヲ要ス
ルトアル以上，仮令上告ノ余地アリトスルモ，法院力其一旦承認シタル命令ヲ更二取消スカ如
キ事アラサルヘキハ，必然予想シ得ヘキ処卜認メ，最早同人ノ処分御要求相成可然ト思考
シ」74）たためであった。可能性としては領事裁判に対し，ベッセルが高等法院へ上告すること
もありうるが，一度下された退去命令を取り消すことはないであろうと見込んだのである。と
ころが実際には，イギリス外務省は，枢密院令の機能解釈の一部として裁判官が決定すること
だとして，この上告権を否定していない。その上で，実際に上告することはありえないと推測
したのである75）。また，イギリス政府の規定したべッセル処分の罰条が，1904年枢密院令第83
条の1および3にあ’ったことは先述した。ここで林が「新枢密院令」すなわち1907年枢密院
令によりベッセルの処分請求が可能であるとしたのは間違いである。外務省が期待を寄せた
1907年令第5条の裁判管轄権は，高等裁判所に属しており76），実際には，領事裁判では同条を
罰条とすることはできなかった。
　外務省の判断を受け，10月9日，統監府は駐韓イギリス総領事に，ベッセルに対する処罰
を請求する公文を送付したη）。公文によれば，統監府は，韓国の現状に照らし，3種の新聞記
事を挙げてベッセルの言論活動に対する処分請求を行っている。新聞記事の内容は，日本皇太
子の訪韓に際して韓国政府を批判したこと，日本軍が非文明的処置によって義兵鎮圧を行って
いるとの報道，西洋各国の革命戦争の引証による暴動の煽動というものであった。この3種の
記事はべッセルの言論中，特別なものではなく，清国および韓国におけるイギリス国民の煽動
的出版物に関する枢密院令によりベッセルを処分し，その再犯を防ぐことを統監府は要求した。
そして告訴の目的は，言論の自由を排することにあるのではなく，韓国国民を煽動して治安を
撹乱するベッセルの言論活動を防ぐことにあると主張している。具体的に3っの記事を挙げた
のは，先のイギリス側の要求にあった通り，法律的手続きを踏む以上，具体的な事例を日本側
が提示しなければならなかったためである。また，日本皇太子訪韓に関する記事が枢密院令に
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触れるかどうか駐日イギリス大使の判断を事前に求め，記事が退去に値するものであるとの回
答を得ていた78）。
　この公文を受け，駐韓イギリス総領事はべッセルに対する処分のため，イギリス総領事館員
ホルムス（E．H．　Holmes）に宣誓口述書を提出させることとし，10月12日，同月14日午前
11時に法廷に出頭する旨の召喚状をベッセルに発送し，さらにその経過をイギリス外務省に
報告した79）。ところが，イギリス総領事は，13日になって，領事裁判を行う際，本事例に熟知
する者によりベッセルの出版物がいかに有害であるかが口述で証言されなければならず，また
反対尋問も必要であるとのイギリス外務省の訓令により，ホルムスに告訴を行わせることが不
可能になったと統監府に伝えてきた8°）。しかし，すでにベッセルに召喚状を送った以上，処分
手続きの中止はべッセルの言論活動をさらに勢いづかせてしまうことになる。そのため，統監
府側で告訴人および証人を個人資格で準備してくれるようイギリス総領事は統監府に依頼して
きた81）。そこで伊藤統監は，イギリス総領事が本国政府に訓令をあおぐ時間もないであろうか
ら，イギリス総領事の提言を入れ，個人資格をもって告訴人と証人を準備するとイギリス総領
事側に回答した。しかし，伊藤は，本件が「ポリチカル、クエッション」，すなわち行政的措
置によって本来は処分されるべきであるとの主張を崩さなかった。それゆえ林外相にあて，
「当初我政府ヨリ政事問題トシテ本件ヲ提出シタルニ拘バラス，英国政府二於テ之ヲ容レサル
コトニ付テハ，将来抗議ヲ提出セサルヲ得サル場合アルモノト信ス」82）と申し立てた。林も伊
藤の提言を受けて，駐日イギリス大使に今回の処置に関して不満を表明し，あくまでも今回の
告訴人および証人出廷の措置を先例としない旨を通告した83）。外務省が今回の措置を特例扱い
であるとしたのは，同様の事例において，在韓外国人への法的措置を既成事実化したくなかっ
たからであろう。しかしイギリス外務省は，10月14日，イギリス大使を通じ，「訴訟手続が
イギリスのすべての司法または行政的訴訟手続に付随すべき公的性格が与えられること，そし
てイギリスの司法制度で体現される裁判の原則に従って実施されるべきこと，また，それによっ
て被告は弁護手続での証拠提示や，反対尋問によって被告に対して挙げられるあらゆる証拠の
価値を確かめる機会を十分にもっべきことが必要である」U）と，ベッセルに対する処分が，イ
ギリスの司法制度下で取り扱われるべきことを改めて主張したのである。すなわち，ベッセル
だからといって特別な対応をとるのではなく，イギリスの刑法体系にのっとった処置を施すべ
きであるとした。
　統監府は，告訴人としてソウル副理事官高瀬経徳，証人として書記官小松緑をイギリス総領
事館法廷に出廷させることにしたS5）。ところが駐韓イギリス総領事は，当初の計画通り，総領
事館員ホルムスを告訴人とし，証人のみ準備してほしいと申し出たため，統監府側は小松書記
官を証人として出廷させた86）。二転三転するイギリス側の要請を受け入れたのは，「既二政治
問題トシテ事件ノ解決ヲ交渉スル権利ヲ我レニ保留シタル以上ハ，領事法廷ノ裁判手続二関シ，
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当方ヨリ容嫁スル限リニ非サル」87）との判断にもとついている。すなわち，政治問題としてベッ
セルの処理交渉を行う権利を保留している以上，領事裁判の手続きに干渉することは，イギリ
ス側の法的処分に合意を示すことになりかねないと判断したのである。
　そして，10月14日，コーボン駐韓イギリス総領事を判事とし，ホルムスの提出した供述書
と『Korea　Daily　News』7部（1907年9月3日，10日，12日，21日，24日，26日，10月1
日付記事），『大韓毎日申報』3部（同年9月18日，10月1日，8日付記事）の証拠物件をも
とに審理を行ったzz）。証人は，小松書記官のほか，ターナー（Turner）司教および退役陸軍
少佐ヒュース（Hughes）であった89）。審理の結果，駐韓イギリス総領事は，現在，日本軍隊
や日本国臣民が韓国に在留していること，義兵と日本軍との戦闘が行われていること，日本人
と朝鮮人間に悪感情があること，そして日本皇太子の来韓が間近に迫っていることを確認した
上で，ベッセルの言論行為が，1904年枢密院令第83条に規定された「公安ヲ害スル危虞アル
行為」に該当するとの判断を示した9「）。判事であるイギリス総領事は，9月27日付イギリス政
府の訓令通り，1904年枢密院令第83条違反によりベッセルを処分した。そして，イギリス総
領事は，翌15日に6ケ月間の善行に対する保証金3，000円（300ポンド）の徴収をベッセルに
命じ91），同日保証の手続きを終えた92）。
　以後，ベッセルは保証金を供託した事実はないと主張したり93），フランス天主教が発刊する
『京郷新聞』上で反日言論を試みようとし失敗する94）など，従来の言論活動を継続しようとし
た。しかし，基本的には，「大韓毎日申報社「ベッセル」事件ハ，裁判ノ結果一段落ヲ告ケ，
従ッテ新聞記事モ殆ント態度ヲー変」95）し，「排日的記事ヲ掲載シ能ハサル事トナリ，忽チ購読
者ノ幾分ヲ減シ，将来モ亦益々講読廃止者ヲ出サントスル状況」96）となった。裁判による善行
保証6ケ月の処分により，反日的な記事の掲載が不可能になったため，新聞記事の内容は統監
府にとって穏当なものとなったのである。
　しかし，ベッセルの裁判をめぐる一連の交渉におけるイギリス側の対応に，伊藤統監はイギ
リスに対する不信感を表明している。伊藤は，11月6日に林外相にあてた意見書の中で，「英
国政府ノ吾二対スル態度，旧ノ如ク虚心坦懐一意親交ヲ求ムルノ熱心ナキハ，争フ可カラサル
ノ事実ナリ」。「例ヘハ「ベッセル」事件ノ如キ小事二就テスラ，英国政府ノ方針，朝三暮四，
人ヲシテ其ノ真意ノ何処二在ルヤヲ疑ハシムルモノ」97）と，イギリスに対する不満を露わにし
た。同盟関係にあるはずのイギリス政府が，最近，その同盟関係をないがしろにしており，例
えばベッセルに対する裁判においてすら迅速に対応せず，方針が二転三転すると不満をもらし
た。
　伊藤統監の意見書に対応して作成された林外相の意見書も，伊藤のイギリス政府に対する不
満に同調した。しかし林は，ベッセル裁判にかかわり，枢密院令を改定したりした曖昧で朝令
暮改に見えるイギリスの措置は，実際にはイギリスの国内的な批判を避けるためのものであり，
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日本との同盟を軽視するものとはいえないと評価した98）。林が述べたように，イギリスは議会
および世論に配慮しっっ日本に便宜を図ったのである。しかし，自国の利益を捨ててまで同盟
関係を重視することなどありえず，実際には，イギリスは日本に少しも譲歩はしなかった。そ
れは次の第2次裁判でも同様であった。
5．第2次ベッセル裁判
　領事裁判による6ケ月の善行保証処分により，この間の反日的記事の掲載が不可能となり，
『大韓毎日申報』の記事の内容は日本にとって穏当なものとなった。しかしベッセルが韓国で
言論活動を続け，朝鮮語で新聞を発行するという状況には何ら変化がなかった。すなわち日本
にとってベッセル問題が根本的に解決したわけではなく，善行保証期限が終了すれば，統監府
の懸念する状況が再び起こることは容易に予想されるところであった。
　伊藤統監は，日本に帰国した際，1908年3月末に駐日イギリス大使を訪問し，今後のべッ
セルの言論活動に対する抑制を申し入れた。その席上で伊藤は，ベッセルの善行保証が4月
13日に期限切れをむかえると，ベッセルが反日的言論を再開するとの懸念を表明した。そし
て伊藤はイギリス大使に，イギリス政府と連絡をとってベッセルと『大韓毎日申報』の件にっ
いて有効な対策をとるよう依頼した99）。
　6ケ月の善行保証期間が終了した4月半ばから，ベッセルは日本批判を再開した。1908年3
月23日，前韓国政府外部顧問スチーブンス（D．W．　Stevens）がサンフランシスコに立ち寄っ
た際在サンフランシスコ朝鮮人に銃殺される事件が起きた。これについて，4月17日付
『大韓毎日申報』は，スチーブンスに対する在アメリカ朝鮮人の撤文を掲載した『共同報』の
記事を「好賊須知分砲撃顛末」と題して転載しだ゜°）。これに対し駐韓イギリス総領事は，「「ベ
セル」ノ行為ヲ不都合ナリト認メ，枢密院令ノ制裁ハ不十分ナリトテ其意見ヲ本国政府二上申
シ，在本邦〔日本〕英国大使ヨリモ同様ノ意見ヲ上申シタル処，本国政府モ亦之ヲ是認シ，厳
重ノ手段ヲ採リ得ベキ訓令ヲ総領事二発シ」1°1）ている。イギリス総領事も，ベッセルの反日言
論の再開を目のあたりにして，枢密院令の制裁が不十分であると認識した。4月21日，駐日
イギリス大使がイギリス総領事から受け取った電報には，「多くの朝鮮人は，〔『大韓毎日申報』
に掲載された〕殺害者への称讃を読み，その暗殺者たちをうらやましく思うだろう」1°2）とあっ
た。イギリス総領事の報告を受けて，イギリス政府はイギリス総領事に訓令を発したが，5月
2日，イギリス総領事が受け取ったその訓令には，「英国政府ハ，英国臣民力不穏ナル新聞紙
ヲ発行スルコトヲ防遇セント欲シ，之力為メ従来二優ル厳重ノ手段ヲ執ラントス。貴下ハ右ノ
趣統監府へ通告セラレテヨロシ」1°3）とあるにすぎなかった。イギリス政府は，1907年の第1次
裁判以上の厳重処分をベッセルに施すとの方針を示すのみで，具体的な処分策については触れ
なかった。
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　伊藤統監は，このイギリス政府の訓令では，ベッセルの反日言論を防ぐことができないと考
えた。そして林外相に，駐日イギリス大使と次の意見を協議するよう要請しだ゜4）。
韓国京城二於テ英字及韓字新聞紙ヲ発行スル英国臣民「ベセル」ハ，其新聞紙上二於テ従
来過激ノ記事ヲ掲ケ来リタルカ，近来二至リテハ，人心ヲ煽起シ，謀反ヲ勧メ，暗殺ヲ教
唆スル等，韓国ノ治安ヲ妨害スルコト甚シキヲ以テ，統監府ハ之ヲ黙過スル能ハサル状態
二在リ。依テ同人ヲ国外二放逐シ，之ヲ根絶スルノ手段ヲ執ルノ外ナシトノ場合二当リ，
在京城英国総領事ヲシテ同人二対シ何等ノ保護ヲ与ヘサル様セシメラレタシ。
すなわち，今まで反日的な言論活動を行ってきたべッセルが，最近，人心を煽動し，謀反や暗
殺を勧めるなど韓国治安への妨害が甚だしく，統監府はこれを見逃すことはできないので，ベッ
セルの国外追放処分を求め，さらに駐韓イギリス総領事にはべッセルへ保護を与えないように
訓令することをうながした。
　伊藤統監の意見を受けて，林外相は5月4日駐日イギリス大使にあて，ロ上書を手交した1°5）。
その内容は，前回の処置ではべッセルの言論活動を抑制するには十分でなかったこと，現在の
べッセルの言論活動が韓国の治安維持の上でより危険な状況を招いているというものであった。
これ以上のべッセルの韓国在留は，韓国の治安上危険であると力説し，イギリス政府が行政措
置としてベッセルを韓国から追放するか，あるいは統監府によるベッセルの行政的追放にイギ
リス政府が従うことを要求しだ゜6）。外務省は，ベッセルの韓国からの追放をイギリス側に求め
た。もはや，ベッセルの追放，あるいは『大韓毎日申報』の廃刊という二者択一的な要求では
なく，あくまでもベッセルの追放を直接要求したのである。
　外務省の口上書を受け取るにあたり，駐日イギリス大使館書記官は，外務省の要求を本国政
府に伝達するとした上で，「唯統監二於テ，此際英国政府ノ認諾ヲ待タス，「ベセル」ノ追放処
分ヲ断行セラル・力如キコトアラバ，甚夕「アンフォルチュネート」ナルヘク，是差当リ同書
記官一己ノ私見二過キサルモ，「サー、クロード」二於テモ，亦必ス同一ノ意見ヲ抱クヘキヲ
信ス」1°7）と述べ，日本側を牽制した。イギリス側はべッセルの処分の主体はあくまでもイギリ
ス政府にあるとし，日本側が直接的な処分をとらないことを求あた。
　ところで，この時点で，韓国政府は「新聞紙令」を改定して新聞の販売頒布の制限を可能に
していた。第3次「日韓協約」と同時に，1907年7月24日制定された「新聞紙法」は，朝鮮
人の発行する新聞紙に対して，その発行許可から処罰まで，統制を根本的，体系的になしうる
ものであった1°8）。しかし外国人が韓国で発行する新聞，朝鮮人が外国で発刊する新聞に対する
規制条項がなかった。そのため韓国政府は，「新聞紙法改正に関する件」（1908．4．29公布）で
「新聞紙法」に第34条以下，3条項を追加した。この改定は「桑港，浦潮二於テ発行スル韓字
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新聞及「ベッセル」ノ発行スル大韓毎日新報等ハ，近来益々激烈ナル論文ヲ掲載シ，之ヲ不問
二付シ置ケハ，治安維持上由々敷影響ヲ及ホスノ虞アル」1°9）状況に対応するためであった。そ
の内容は，発行人が外国人である『大韓毎日申報』や，海外で発行しているため従来韓国政府
の規制の及ばなかった朝鮮語新聞紙に対して，その発売頒布を禁止し，新聞紙を押収すること
で規制する（第34条）というものであった。統監府はこの改定をベッセルの反日言論を抑制
するための一時的な手段にすぎないとして，あくまでもベッセルの韓国からの追放を画策して
いる’1°）。しかし，1908年には『大韓毎日申報』を，発売頒布禁止処分13回，押収新聞部数
56，055部（国漢文版およびハングル版），1909年にはそれぞれ14回，16，314部という規模で
処分したm）。この時期に韓国政府が「新聞紙法」を改定したのは，イギリス政府がベッセルに
対する何らかの処分を認識している今日，「新聞紙法」の改定に対して異議を差し挟まないと
の統監府の判断があったためと思われる。すなわち，駐日イギリス大使館から，「新聞紙法」
改定に対し，「韓国官憲二於テ或新聞紙ノ販売配布ヲ禁スルハ，固ヨリ英国政府ノ異議ナキ
所」112）との了解を得ていたからである。
　ところで，駐日イギリス大使館書記官は，外務省の5月4日付口上書への回答の中で，「新
聞紙令」改定後の韓国政府側の手続きに触れ，「今回同大使館ノ接手シタル電報二依レハ，過
日京城二於テ，警察官若干名「ベセル」ノ家宅二臨検シ，其新聞紙ヲ押収セルコトアリシ由ニ
テ，斯ノ如キ警察官ノ行動ハ，恐クハ英国政府二於テ抗議セサルヲ得サルニ至ルヘシ」113）と述
べた。先述の通り，イギリス側は，「新聞紙令」による新聞の発売頒布の制限という措置には
異議を差し挟まないが，その手続きの際に，韓国警察がベッセル宅を臨検したことには抗議を
することをにおわせた。これにっいて，統監府は事実誤認で，韓国警察が臨検したのは大韓毎
日申報社であり，その際も梁起鐸に了解をとったと弁解している。さらに5月5日，統監府は
小松書記官を駐韓イギリス総領事に派遣して事実説明を行い，以後，大韓毎日申報社の臨検を
するようなことがないよう取り計らう旨を伝えだ④。また同日，統監府はイギリス側の抗議の
先手を打って，在韓外国人に対する新聞押収を避けるよう関係各局に通達を行った。「新聞紙
押収処分に関する件」および「新聞紙押収に関する執行心得」がそれである115）。その中で，警
察官が新聞紙の処分を行う際に，外国人の家宅，寺院または営業所などに立ち入ったり，外国
人の所持している新聞紙を押収しないよう訓令した。
　林外相は，5月4日，小村駐英大使に，上記の口上書およびベッセルの善行保証期間終了後
の日英関係部署の交渉経過を通知した。さらに，「「ベセル」力韓国領土内二居住シテ，専ラ其
治安ノ妨害ヲ事トスルカ如キハ帝国政府ノ忍フ能ハサル所ニシテ，殊二韓国目下ノ事態二顧ミ，
此害毒ヲ除カムカ為，速二有効ナル手段ヲ執ルノ緊要ナル所以ヲ説明シ，其手段トシテハ，別
電口上書〔註105史料〕二掲クルカ如ク，英国政府若クハ統監府二於テ，行政処分トシテ同人
ヲ韓国ヨリ追放スルノ外ナカルヘシト信スル旨」116）をイギリス外務省に通達し，同意を得るよ
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う交渉することを訓令した。小村は，翌5日，イギリス外相と会見し，外務省の意向を伝えた。
それに対しイギリス外相は，ベッセルの件は法律問題であり，十分検討した上で回答すると述
べるにとどまった］17）。
　5月15日，伊藤統監は，外務省に，イギリス政府とのその後の交渉状況について問い合わ
せた。ベッセルの件を法律問題であるとしたイギリス政府に反論し，伊藤は，「英国内ニテハ
或ハ然ルヘキモ，既二国際間ノ交渉事件トナリタル上ハ，単純ナル「ポリチカル、クエスショ
ン」トシテ処理スヘキモノ」H8）であると主張した。ベッセルの処遇をめぐる件は，もはや日英
両国の外交交渉上の懸案となっているのだから，法律問題ではなく行政問題として処理される
べきだというのが伊藤の持論であった。そして一日も早いベッセルの処分を行うべく，イギリ
ス政府に働きかけるよう外務省をうながした。伊藤の建議を受けて，林外相は，駐日イギリス
大使に協力を要請するとともに，イギリス政府の回答を催促するよう小村駐英大使に訓令し
たn9）。
　5月18日，林外相は，駐日イギリス大使から，イギリス政府のべッセルに対する処置にっ
いて，イギリス政府が，上海の清韓高等法院から検事ウィルキンソン（H．P．　Wilkinson）を
ソウルに派遣し，ベッセルの件を検討させることを決定したとの報告を受けだ2°）。この処置に
っいて，イギリス大使は林に，「英政府モ事態ノ緩漫二付スベカラサルヲ覚リタルモノノ如ク，
今回ハハキトシタル手段ヲ取ル積リナルベシ」12t）との見解を示した。しかし，21日小村駐英大
使から伝えられたイギリス政府の回答は，小村が5月5日に申し入れたべッセル追放要求を再
度拒絶するものであった。小村の報告には，「去ル十八日及廿日両回外務大臣二会見シ，本件
ハ緊急ヲ要スルニ付，迅速二行政処分ヲ以テ処置セラレンコトヲ懇々論談シタレトモ，同大臣
ハ「オーダー、イン、カウンシル」ノ範囲内二於テスルノ外，行政処分ヲ以テスルニ同意スル
コトヲ得スト言明セリ」122）とあった。イギリス外相はべッセルの処分を枢密院令の範囲内で行
う意向を明言した。すなわち，日本側がイギリス政府に要求した，イギリス政府または統監府
によるベッセルの韓国からの追放という処置をイギリス政府はとらないという姿勢を明確にし
た。それは，「在韓日本官憲がとる条約の権利に反する処置は，間違いなくイギリス世論を高
揚させ，同時にイギリス政府の努力を妨害するものである」123）との理由からであった。っまり，
統監府がベッセルに対して直接処分を行うことは，「韓英修好通商条約」および第2次「日韓
協約」宣言書によりイギリスに保障された権利に反するものであり，統監府によるベッセルの
追放措置は，イギリス世論を刺激し，またイギリス政府の努力を無にするものであるとイギリ
ス政府は見なしたのである。
　5月19日，上海を出発した在上海イギリス清韓高等法院検事ウィルキンソンは，22日ソウ
ルに到着した。その後駐韓イギリス総領事と協議の上，27日統監府書記官（ソウル理事官）
三浦弥五郎に，ベッセルに対する告訴状を高等法院に提出させた且2％そして，ウィルキンソン
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検事は，高等法院をソウルで開廷することとし，その旨をイギリス政府および在上海高等法院
に請訓しだ25）。そのため鶴原総務長官は，珍田外務次官にあてて，ソウルで開廷することにな
れば上海から判事をさらに出張させねばならないので，ベッセルに対する公判は，少なくとも
10日以上経たなければ始まらないであろうと報告した126）。公判が始まったのは6月15日であっ
た。
　三浦書記官が提出した告訴状によれば，本公判の訴因は，1908年4月17日付『大韓毎日申
報』社説「須知分〔スチーブンス〕砲殺詳報」（『共同報』転載記事），同月29日付「大韓毎日
申報』社説「百梅徳捏〔メッテルニヒ〕不足以圧一伊太利」および5月16日付『大韓毎日申
報』社説「学会の花」のそれぞれが，韓国の治安を撹乱し，また韓国政府とイギリス国民間の
敵対感情を誘発する可能性があるというものであった127）。そして，清韓高等法院は，代理判事
ボーン（F．S．　A．　Bourne）名義で，上記3っの社説によりベッセルを1907年枢密院令第5条
違反のかどで起訴し，その審理のため，6月15日午前10時に出廷するよう，5月27日，ベッ
セルあてに召喚状を送付しだ28）。同日，ベッセルは大韓毎日申報社に累を及ぼすのを恐れたの
であろう，社の発行人名義をマーナム（Alfred　W，　Marnham）に変更しだ29）。なお，駐日イ
ギリス大使は，ベッセルに対し禁鋼刑判決が下されるとの予想から，判決に対して朝鮮民衆が
イギリス総領事館へ報復を加えるかもしれないと懸念し，日本側に総領事館の警備を依頼し
た130）。
　ベッセルに対する公判は6月15日から17日まで駐韓イギリス総領事館で行われた131）。三浦
書記官が提出した告訴状にもとづき，判事ボーン在上海清韓高等法院代理判事，検事ウィルキ
ンソン同高等法院検事の下，被告ベッセル，被告弁護人クロッセ（C．N．　Crosse），告訴人三
浦弥五郎，証人服部統監府通信事務官，法廷記録ホルムス駐韓イギリス総領事館書記官，同事
務員ロッセ（T．E．　W．　Rosse），英韓語通訳前間恭作統監府通訳官，日英藷通訳菱田統監府嘱
託の裁判関係者が出席して公判が行われた132）。女性を含む多くの人々が裁判に詰めかけ，また
他国の総領事らも傍聴したという133）。
　次に，判決文に即して，裁判過程を見ていく。
　公判審理の冒頭手続において，検事の起訴状朗読に引き続き，被告弁護人が，この裁判を略
式裁判ではなく，1904年枢密院令第45条にもとづき陪審裁判によって行うよう申し立てた：3‘）。
これに対し，判事は次のように述べ被告弁護人の請求を棄却した135）。すなわち，この裁判の罰
条である1907年枢密院令第5条が規定する量刑は，2ケ月以下の禁鋼および10ポンドの罰金
である。ところで，同令第45条および第48条が規定する通り，3ケ月以下の禁鋼ないし20
ポンドの罰金，またはその両方以下の量刑であれば，略式裁判をもって審理できる。つまり，
枢密院令第45条および第48条が規定する量刑以下である第5条違反の審理は，略式裁判で対
応可能である。もし追放処分をするっもりならば，1907年枢密院令第5条第1項の類似罪再
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犯の事由をもって第48条のただし書きに準拠し，陪審裁判によるしかないが，イギリス政府
が略式裁判の手続きをとっている以上，陪審裁判の手続きをとる理由を見いだすことができな
いとした。逆にいえば，イギリス政府が略式裁判の手続きをとった以上，もし追放処分を下そ
うとするならば，1907年枢密院令第5条ではなく枢密院令第83条第2項および第3項による
ほかないということである。
　次に，訴因である『大韓毎日申報』に記載された社説が，1907年枢密院令第5条に抵触す
るか否かにっいてを審理した。1907年枢密院令第5条に規定された教唆煽動の事項に同記事
が抵触するかどうかが問題となるのだが，検事は，「所謂教唆煽動ノ事項ト云フ語ノ定義ヲ解
明シテ，騒擾若クハ暴動ヲ挑発シ，又ハ韓国政府ト其ノ臣民ノ間二敵意ヲ挑発スルモノト認定
セラルヘキモノ」㈹と定義した。そして，この定義にもとづき新聞記事を調査し，韓国の現状
に照らし合わせたところ，訴因である3っの記事すべてが，日本の保護統治をくつがえそうと
するものであり，朝鮮人を煽動して日本人と対立させようとするものであると見なすことがで
きるという判断を下した137）。っまりこれらの記事を，先の1907年枢密院令第5条に規定され
た教唆煽動に該当するとした’。
　さらにベッセルによる韓国政府に対する批判にっいて，韓国が日本の被保護国であること，
また韓国自体の政治的状況にっいても司法上，考慮されねばならないと検事は述べた。すなわ
ち，この裁判の原則的な位置づけである。検事の陳述は，大略次の通りである。韓国において
行われるベッセルに対する裁判は，韓国政府が条約によりイギリス政府に与えた一定の権能に
もとついてイギリス人判事がこれを代行するものである。それゆえ，イギリスの法律を適用す
る際，韓国の法律および韓国の政治的現状をも考慮に入れて判決を下さなければならない。
「ある国で，その政府の行為を批評するときは，治外法権をもっ者は，治外法権的義務を負っ
ており，特に注意しなければならない」138）とした。検事は，イギリスが領事裁判権を保持する
外国において，イギリス国民が負うべき一定の義務を考慮しなくてはならないことを指摘した
のである。そして教唆煽動の事実を規定するにあたり，記事公表時の情勢を考慮すべきだとす
る1868年の「国家対サリヴァン事件」の判例を引いたgこれは，たとえ同じ記事が公表され
ても，平和時と武力的騒乱時ではその受けとめ方が異なるとの理由からであった。その上で，
義兵闘争が頻発し，さまざまな形態で国権回復運動が起こっている現在の韓国の情勢を見ると
き，ベッセルの言論活動は，日本政府と保護関係を結んでいる韓国政府と韓国国民とを離反さ
せようとするものであると結論づけた］39）。
　これについて，被告弁護人は，韓国政府と日本政府は異なる主体であり，日本政府の保護政
策に対する批判は韓国政府に対する批判にはあたらないと反論した。しかし判事は，朝鮮半島
において，政府とは，「日本ノ保護ノ下二在ル韓国現皇帝コソ韓国政府ヲ組成セルモノナルコ
トニ就キテハ毫モ疑ヲ容レサルナリ。故二是等ノ新聞記事ノ如ク，日本ノ保護制度二対スル韓
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国民ノ敵意ヲ挑発スル事項ハ当然英国枢密院令第五条二拠リテ処断スヘキモノトス」且4°）と再反
論した。義兵勢力などをもって，これを韓国政府と認定することはできず，韓国における政府
とは日本の保護下にある大韓帝国皇帝による政府以外にありえないとして，被告側の申し立て
をしりぞけた。
　上のような審理にもとづき，6月18日，判事は，ベッセルに対し，第1種軽犯罪人として3
週間の禁鋼処分とする判決を下した。さらに禁鋼処分終了後6ケ月間の善行保証を命じた。そ
して，その保証として1，000円Ml）を提出させ，その保証物を提出できなければ追放処分に付す
とした’42）。日本側が求めていた追放処分にっいて，判事は，類似罪再犯の際には追放処分をな
すほかないとべッセルに警告するにとどまった143）。結局，第2次裁判によっても，日本が求め
ていたべッセルの追放は果たせなかったのである。そしてベッセルは3週間の禁鋼刑に服する
ことになったが，韓国での総領事館付設監獄の不足を理由に在上海イギリス領事付設監獄に移
送されることとなっだ44）。そしてイギリス高等法院執行吏に伴われ，7月21日，イギリス軍
艦クリオ号で上海に移送された145）。上海では，在上海朝鮮入が組織していた大同保国会員が，
ベッセルを「徳義アル恩人」として迎え入れ，ベッセルとの面会を求めたところ，これを拒絶
されたため，同地新聞に大同保国会の激文を掲載しだ46）。
　それでは，この第2次裁判およびベッセルへの処分にっいて，朝鮮民衆はどのように見たか。
9月2日，警務局長松井茂は，伊藤統監に「大韓毎日申報社ベッセル処罰二対スル地方民心ノ
状況報告」147）という報告書を提出した。この報告書は，ベッセル裁判に対する各地でのさまざ
まな反応を管轄警察署ごとにまとめている。その反応を分類して抄録すれば，以下の通りであ
るQ
反発一「韓国人ノ経営セル新聞ハ，日本ノ威圧法令ノ束縛ヲ慮リ，国益タルヘキ記事ヲ
掲クル能ハサルニ当リ，独大韓毎日申報ハ自由ヲ鼓吹シ，国家二尽ス処少ナカラス。然ル
ニ，現内閣ハ人民ノ自由講読ヲ禁止スルノミヲ以テ満足セス，社主「ベッセル」ヲ処罰ス。
之レ日本ノ政策ナランモ，韓国ニハ有害無益ナリ」（江原道春川警察署）。「購読者間ニハ
「ベッセル」ノ処罰ハ日本政府ノ不法干渉二基クモノナリト私議スル者多シ」（慶尚南道馬
山警察署）。「新聞ノ言論ハ自由二放任スヘキモノナリ。然ルニ統監府ハ韓国ノ開発二任ス
ル大韓毎日申報ノ言動ヲ治安二害アリト諏ヒ，之ヲ処罰セシム。日韓両国ノ和親ノ難キ亦
宜ナリ」（平安北道寧辺警察署）。
とまどい一「西洋人二対シテハ日韓両国政府ハ如何トモ為シ能ハス，西洋人ハ無限ノ自
由ヲ有スト信セシニ，今回「ベッセル」処罰セラレタルヲ見テ，異様ノ感ヲ抱ケルモノノ
如シ」（全羅北道群山警察署）。「「ベッセル」ノ処分セラルヲ見テ，英国モ亦日韓関係ヲ撹
乱スルコトヲ許ササルモノナルコトヲ覚知シ，「ベッセル」二対スル尊敬心減退セルモノ
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ノ如シ」（忠清南道公州警察署）o
同情　　「日本力保護二仮托シ，韓国ヲ併呑セントスルニ当リ，「ベッセル」ハ之ヲ救ハ
ントシ，遂二奇禍ヲ買フニ至リタリトナシ，同情スルノ風アリ」（慶尚南道釜山警察署）。
「百名二乗ラントスル購読者ハ，皆是両班儒生ノ徒ニシテ，将二亡ヒントスル五百年ノ宗
社ヲ救ハントシ，身ヲ犠牲二供シタル「ベッセル」二対シ深ク同情二堪ヘスト称ス」（全
羅北道全州警察署）。「購読者ノ多数ハ耶蘇教徒ニシテ此等ノ徒ハ韓国ノ窮状ヲ救ハントシ
民心ヲ鼓舞シ却テ処罰ヲ受ケタルハ同情二堪ヘス」（平安南道平壌警察署）。
消極的同意一「日韓両国力如何トモ為シ能ハスト思惟セシ「ベッセル」力処罰セラレタ
ルヲ見テ大韓毎日申報ノ信頼スヘカラサルヲ感シタルモノノ如シ」（黄海道海州警察署）。
「其他ノ者ハ大韓毎日申報ノ記事ハ却テ韓国民ヲ迷ハシムルモノニシテ，「ベッセル」ノ処
罰亦止ムヲ得サルヘシ」（平安南道平壌警察署）。
無反応一「新聞購読者以外ハ，「ベッセル」ノ処分ヲ知ラス。而モ何等反響ナシ」（威鏡
南道威興警察署）。
　報告の恣意性を勘案しなければならないが，あえて地域別にその傾向を挙げるなら，義兵勢
力の強かった江原道，三南地方や，愛国啓蒙運動の盛んであった平安道で，統監府のべッセル
に対する処分に対し反感が強かった様子がうかがえる。上記の報告中，領事裁判権との問題で
筆者が注目したいのは，群山警察署の報告である。この報告は，領事裁判権をもっため，日本
の取り締まりが及ばないと思っていた在韓外国人が処分されたことに対し，朝鮮民衆が「異様
ノ感」を抱いたことを伝えている。統監府がベッセルに対する処分を行う際に意図していたの
は，朝鮮民衆のこの反応ではなかったか。すなわち，領事裁判権をもっ在韓外国人であっても，
日本の取り締まりの対象外とはなりえないことをこの裁判によって示そうとしたといえるだろ
う。
　二度の裁判を画策したにもかかわらず，統監府はべッセルの追放に失敗した。ベッセルは3
週間の禁鋼刑が終了すると，1908年7月中旬に韓国へ再入国した。再入国後のべッセルは目
立った言論活動をすることなく，1909年5月1日，36歳で死亡した148）。
　しかし『大韓毎日申報』の反日的言論は，ベッセルに対する処分，ベッセルの死によっても
抑えることはできなかった。大韓毎日申報社の発行人がマーナムに代わったのは先述した通り
である。それは，かって鶴原総務長官が「一人ノ「ベセル」ヲ逐フモ，尚ホ其ノ人格彼ト異ナ
ラサルモノ相踵ヲ入リ来ルニ於テハ到底当初ノ目的ヲ達スルニ由ナク」149）と懸念したところで
あった。ベッセル不在となっても，大韓毎日申報社の存立条件に変化はなかったのである。し
かし，「過激ノ言論ノ為メニ新聞紙ヲ押収セラレ，購読者減少ノ苦痛二堪エス，止ムナク筆ヲ
慎ミツッアリ」15°）と，改定「新聞紙令」にもとつく発売頒布の禁止，押収措置により，その反
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日言論を統制していった。ただ，やはり，ベッセルおよびマーナムが発行人だった間は，発売
頒布禁止，押収措置にとどまったことには留意しておきたい。『大韓毎日申報』が停刊処分を
受けたのは，買収された後，1910年8月9日から15日まで，8月17日から8月23日までの
期間であっだ5’）。
　韓国併合間近の1910年5月18日，統監府は『大韓毎日申報』を700ポンドでマーナムから
買収した。この買収工作には，1909年12月に駐韓イギリス総領事になったボナール（H．A．C．
Bonar）が関与しだ52）。統監府参与官石塚英蔵は，買収翌日，統監府参与官小松緑に次のよう
に報告している。
大韓毎日申報買収ノ件。昨日〔5月18日〕午前中「マナム」ト契約ヲ取換ハシ，且英国
総領事館二於ケル右新聞登記ノ取消等，一切ノ手続ヲ了シタル後，梁起鐸ヲ国分参与官宅
二招キ，此後同人ヲシテ新聞ノ事業ヲ続行セシムルニッキ協議ノ結果，彼ハ持主移転ノ事
実ヲ其部下二知ラシムルヲ不得策ト認メ，現状維持ノ方法トシテ，彼ハ表面ノ持主トナリ，
編輯人並印刷人ヲ選定シ，韓国新聞紙法二依リ，更二発行ノ許可ヲ受ケ，当分従前ノ如ク
社務ヲ執行スルコトヲ承諾セリ。但シ，記事ハ親日主義ヲ基礎トシ，漸次改良スル筈ナ
リ且ss）。
統監府は，マーナムと交渉の末，契約を結んで『大韓毎日申報』を買収した。『大韓毎日申報』
の新聞登記を駐韓イギリス総領事館から取り消し，同新聞は，以後「新聞紙法」にもとづき，
発行許可を受けることになった。そして今後の記事内容は親日的なものにする方針を示してい
る。ここでは以後，梁起鐸を発行人とするとしているが，1910年6月14日から李章薫が発行
人となったIM）。この報告から明らかなように，『大韓毎日申報』の新聞登記が駐韓イギリス総
領事館でなされており，そのため，ベッセル，マーナムという個人的属性のみならず，『大韓
毎日申報』自体がイギリスの領事裁判権の対象だったのである。『大韓毎日申報』は，統監府
に買収され，併合以後，朝鮮総督府の機関紙『毎日申（新）報』として発行されることになっ
た駒。
6．おわりに
　以上，日本の韓国保護統治上，韓国におけるイギリスの領事裁判権の存在をめぐり，最も焦
点となったべッセル問題にっいて考察した。ベッセルへの対応をめぐる日本とイギリスの交渉
過程を，二回にわたるベッセルに対する裁判を中心に明らかにした。以下，はじめに掲げた課
題に沿って，論点を整理する。
　日露戦争中から，ベッセルは，朝鮮語で発行する『大韓毎日申報』により，反日的な言論活
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動を展開してきた。イギリスの治外法権により統監府および韓国政府の統制を免れていた『大
韓毎日申報』は，朝鮮人の反日運動機関紙としての役割を担うほど韓国言論界に影響力をもっ
ていた。
　このように反日的言動を展開するベッセルおよび『大韓毎日申報』に対し，統監府は外務省
を通じてイギリス当局と交渉し，これを抑圧しようとした。統監府は，リリーの件にならって
ベッセルの韓国からの追放を求め，外務省は，ブラックの例にならい，『大韓毎日申報』の廃
刊をもイギリス当局に要請したのである。しかしイギリスは，日本のべッセル追放要求をしり
ぞけ，領事裁判権を盾にベッセルを法的に処分した。それがベッセルに対する二度にわたる公
判審理である。統監府は，イギリスが反対しないと見るや，韓国政府を通じて「新聞紙令」を
改定し，従来，規制の及ばなかった『大韓毎日申報』に対して，発売頒布の禁止，押収処分を
可能とした。しかし，この措置は根本的なものとはならなかった。二度の裁判によっても統監
府は韓国からベッセルを追放することはできなかった。ベッセル処分に関する日本の要請はこ
とごとく無視され，日本の対英交渉は失敗に終わったのである。結局，ベッセル，マーナムを
発行人とした『大韓毎日申報』を，韓国併合直前に買収することで，ようやく問題の解決を図
ることができた。すなわち，買収工作によらなければ，韓国併合の直前に至っても，イギリス
の領事裁判権ゆえに，『大韓毎日申報』を統制することはできなかった。
　統監府および日韓両政府は，『大韓毎日申報』に対する根本的な統制を行うことができず，
ベッセル処分をめぐる対イギリス交渉の過程で，イギリスの韓国における領事裁判権撤廃の必
要性を痛感することになったのである。
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The　Japanese　Korean　Protection　Policy　and
the　Consular　Jurisdiction　of　Britain　in　Korea：
The　Trials　against　Ernest　T．　Bethell
OGAWARA　Hiroyuki
　　　This　essay　considers　what　influence　the　consular　jurisdiction　of　the　Great　Powers
had　on　Japanese　protection　policy　for　Korea，　Particular　attention　is　paid　to　the　case　of　a
British　subject，　Ernest　T．　Bethell　and　his　Korean　newspaper，1）αe　Han　Mai　ll　Simpo．
　　　The　Korean4anguage　newspaper　issued　by　Bethell　had　been　critical　of　the　Japanese
government　and　the　Residency　General　since　the　Russo－Japanese　War．　The　paper，　which
was　out　of　the　control　of　Korean　and　Japanese　authorities　in　Korea，　due　to　extra－
territoriality，　was　connected　with　the　Korean　citizens’anti－Japanese　movement，　and　had
agreat　influence　on　the　domestic　Korean　press．
　　　The　Japanese　authorities　sought　to　suppress　Bethell　and　his　Korean　papers　by　nego－
tiating　with　British　authorities　through　the　Ministry　of　Foreign　Affairs．　Japanese
authorities　requested　that　the　British　either　forbid　the　publication　of　the　Dαe　Uan　Mai　Il
Siml）o　or　deport　Bethell　from　Korea．　The　British　authorities，　however，　refused　the　request
of　the　Japanese　authorities，　but　went　on　to　reprimand　him　anyway　after　two　legal　trials
under　consular　jurisdiction．　The　Residency　General　later　made　the　Korean　government
revise”The　Law　of　Papers”in　order　to　try　and　prohibit　the　sale　and　distribution　of
Bethelrs　paper　which　had　previously　been　out　of　reach　of　the　Korean　authorities’regula－
tions．　It　was　fundamentally　impossible，　however，　for　the　Japanese　authorities　either　to
deport　Bethell　or　to　prohibit　him　from　publishing　the　Dae　Han　Mαi　ll　Simpo．　The　Japanese
authorities’negotiations　with　the　British　ended　in　failure．
　　　The　Japanese　authorities　eventually　resolved　this　problem　by　means　of　purchasing
the　Dae　Han　Mai　ll　Simpo　just　before　the　annexation　of　Korea　to　Japan，　While　the　pub－
lishers　of　the　paper　were　British　subjects，　that　is　t’o　say，　where　extraterritoriality　of
Britain　in　Korea　existed，　it　was　impossible　for　the　Korean　and　Japanese　authorities　to
crush　the　anti－Japanese　sentiments　of　Bethell　and　his　paper，　That　is　why　Japanese
authorities　finally　felt　it　necessary　to　seek　the　abohtion　of　the　consular　jurisdiction　of　the
Great　Powers　in　Korea．
Keywords：Extraterritoriality，　Consular　Jurisdiction，　Korean　Empire，　Residency　General，　Ernest　T．
　　　　　　　　Bethell，　The　Dae　Han　Mai　ll　SimPo
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